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論文
サービス経済化と職業別．形態別雇用変動
佐 藤 真 人
I 序
産業構造を，産出額，雇用，等々の尺度で見て，第三次産業の割合が増大し
ていること（＝サービス経済化）は，よく知られている！）。本稿の目的は， 職業
別，及び形態別雇用が（商品に対する）最終需要，及び投入係数等，その他の要
因によって決定されると解釈し，
(1) 職業別，及び形態別雇用を，最終需要のサービス経済化によって堅星塑
ヒ説明すること，すなわち，雇用を第三次産業に対する最終需要による
部分とその他の産業に対する最終需要による部分に分割し．その構成の
時経的変化を見ること叫
(2) ある職業（あるいは．ある形態の雇用）の時経的変化を決定要因（部門別の最
終需要，その他）の寄与に分解し， その構成の変化を分析することであ
る。
1)当該変数に関して，第三次産業の割合が増加することを「サービス化」と呼ぼう。な
ぉ，本稿での第三次産業の定義は，「部門分類表」の順序で， 商業以降の部門のこと
である。すなわち，〔2〕の29部門統合表では， (1)商業， (2)金融・保険， (3)不動産， (4)
運輸， (5)通信・放送， (6)公務， (7)教育・ 研究・医療・保健， (8)サー ビス業， (9)事務用
品， UOl分類不明，である。より詳しい定義については， 「部門分類表」（〔1〕, 〔2〕）
を参照のこと。
2)これは，第三次産業に雁用されている職業別，及び形態別雇用とその他の構成を見る
ことではない。このことは，第三次産業の産出額，及び雇用が，それ自身（第三次産
業）への最終需要だけでなく，第三次産業から第一次，及び第二次産業への投入の故
に，一部，第一次，及び第二次産業への最終需要に依存していることからも明かであ
ろう。もちろん，その他の産業（第一次，及び第二次産業）についても，同様である。
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職業構成については，自然（人間自身を除く）との関係でより間接的な職業と，
直接的なものの区別に注目し，雇用形態の分類については，雇用者とその他の
従業者，及び常用雇用者と臨時・日雇い雇用者の区別に注目する。いずれの場
合も，種類の異なる雇用についての分析結果の違いに注目する。分析の材料は，
『1970-75-80年接続産業連関表」 C1〕および『1975-80-85年接続産業連関表」
(2〕である。分析の主な材料の一つである「雇用マトリックス」は， 1970年か
ら現れるが， (1〕は，それを含む最新の接続産業連関表であり， (2〕は，最新の
接続産業連関表である。重複する年については，新しい材料(2〕を利用する3)。
本稿の構成は，次のとおりである。まず，第I節で，雇用の職業別，及び形
態別構成の変化をサービス経済化との関係で概観する。第皿節で，雇用の職
業，及び形態別構成の変化を最終需要のサービス経済化と関係付けるモデルを
示す。第IV節では，職業別，及び形態別雇用を，それが依存している最終需要
の産業別構成（第三次産業とその他）に対応して分割し， その構成変化を分析す
る。第V節で，職業別， 及び形態別雇用の変化を， その決定要因の寄与に分
解，分析する。最後に，第VI節で，主な結論をまとめる。
I 職業別、及び形態別雇用の変化
先ず，職業別，及び形態別構成の変化を概観しておこう。（第1図を参照。）国
内生産額，及び従業者に関するサービス化に随伴して，労働の職業別，及び形
態別構成に非可逆的変化（間接的職業率，及び雇用者率の上昇）が起こっているこ
とが明白である。
3) Uno [ 5 Jの第7章は， Population Censusを利用した職業別労働投入係数（本稿
の雇用係数）の分析である。本稿で (PopulationCensusではなく）「雇用マトリッ
クス」を使うのは， 職業別雇用の決定要因の分析に産業連関表を使う便宜からであ
る。「雇用マトリックス」，及び「雇用表」と「国勢調査」の数字の違い，利用上の注
意については，「雇用マトリックス」（〔1〕，〔2〕）を参照のこと。
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第1図 主要変数における第三次産業の割合と
雇用の職業別，及び形態別構成の変化
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Il モデル
では， （商品に対する）最終需要の構成を， 雇用における職業別構成（あるい
は形態別構成，以下同様。）と関係付けるモデルを説明しよう。職業を二種類，産
業を三種類としよう。職業別雇用 01,2,は，各産業におけるそれぞれの職業の
雇用の和であるから，各産業での雇用を L1,2,sとすると，
(1) 01=0けLけ021LけOs1Ls 
02=01 2L1 +02 2L2+0s2Ls 
である。ここで， 0/Ii, i産業における j職業の割合で，職業係数と呼ぽ
う。各産業での雇用は，産出額X1,2,sに比例しているとしよう。したがって，
L1=l1X1 
(2) L2=I必
Ls=lsXs 
4)間接的職業率＝間接的職業／雇用者（含：有給役員）
ここで， 間接的職業とは， 1)専門的・技術的職業従事者， 2)管理的職業従事
者， 3)事務従事者， 4)販売従事者（販売従業者）. 7)運輸・通信従事者， 9) 
保安職業従事者， 10)サービス職業従事者， 11)分類不能の職業， のことである。
残余の雇用者（含：有給役員）は， 5)農林漁業作業者， 6)採掘作業者（採鉱・採
石作業者）， 8)技能エ， 生産工程作業者及び労務作業者（技能エ， 生産工程作業者
及び単純作業者），（〔 〕内の数字は，職業コード，（ ）内は，〔1〕における職業分
類名）で， 5), 6), 8)を直接的職業と定義すれば，
雇用者（含：有給役員）＝直接的職業＋間接的職業
である。職業のより詳しい定義， 利用に際しての留意点については， 「雇用マトリッ
クス」（〔1〕，〔2〕）を参照のこと。
5)雇用者率＝雇用者／従業者
ここで，雇用者（含：有給役員）とは， (1)有給役員， (2)常用雇用者， (3)臨時・日雇
い雇用者，のことである。残余の従業者は， (4)個人業主， (5)家族従業者，である。雇
用者（除：有給役員）とは， (2)常用雇用者， (3)臨時・日雇い雇用者，ことである。従
業形態のより詳しい定義，利用に際しての留意点については，「雇用表」（〔1〕,(2〕）
を参照のこと。
6)ここでの最終需要は，産業関連分析の通常の表記では， (l-M)F+Eで,Mは輸
入係数の対角化された行列， Fは国内最終需要， E は輸出。
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である。ここで， hを雇用係数と呼ぽう。各産業の産出額は，投入係数を Gij,
最終需要を F1,2,3とすると，
X→ 1ふ+a21ふ+a31ふ+Fi
(3) X2=a12ふ+a22ふ+a32ふ+F2
X3~G13ふ +a23ふ +a33ふ+F3
である。ここで， Gijは， i産業の産出ー単位（金額表示）に投入される j産業
の産出（金額表示）である。したがって， (1), (2), (3)より， 職業別雇用は，最
終需要，投入係数，雇用係数，職業係数によって決まると解釈することができ
る。さて，
a1 a21 G31 
X=CX1, X2, X3), F=(F1, F2,F3), A= a12 a2 年
G13 G23 必3'
と書き換えると， (3)は，
(4) X=AX+F 
と書き換えることができる。 (4)より，
(5) X=BF 
と書くことができる。ここで， B=(I-A)一I(レオンチェフの逆行列）同様の書換
えによって，職業別雇用（ベクトル） 0を，
(6) O=ELBF 
と書くことができる。ここで，
，?
????
．?＿ ＿ ??
，?
??
― ― ??
?
??
?
??ー?
― ― ??
である。ところで，全産業部門を二つのグループ (R,T)に大別し，
E=IER品 I, L=1--~~-i---~--- B=\--:8.-~-~--\---:8.~~--- F= _ !!_~ 
0五， BTRi BTT,'I凡
と，グ）レープ別に区別して書くと， (6)は，
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(7) O=l(ERら BRR+ErLrBrR)FR 
+(ER LR BRr+ErLrBTT)Frl 
と書き換えることができる。第一項は，第一次，及び第二次産業への最終需要
による職業別雇用であり，第二項は，第三次産業への最終需要による職業別雇
雇用である”。
Bの成分について， BRRを部門 Rの自部門乗数， BRTを部門 Rの他部門乗
数， BTRを部門 Tの他部門乗数， BTTを部門 Tの自部門乗数と呼ぽう 8)。
(7)を利用して，職業別雇用 0の変化が，最終需要F,逆行列係数B,雇用係
数L,職業係数 E(のR,Tグループによる構成）によって， どのように決定され
ているかを数量的に分析する。モデルが，職業，及び産業の数によって変わら
ないことは明白である9)。
IV 第三次産業への最終需要による職業別，形態別雇用
前節(7)式により，実際に，第三次産業への最終需要による雇用が全体に占め
る割合を，第三次産業における雇用との関係で見てみよう。職業（間接的職業
と直接的職業）， 及び雇用形態（雇用者とその他，等）による違いに注目しよう
（第2図を参照。）。
第 2図(1)より，間接的職業では，第三次産業における雇用が間接的職業全体
に占める割合は，第三次産業への最終需要による雇用が間接的職業全体に占め
る割合より高いことが分かる。（直接的職業では，逆。）これは，第三次産業の他
部門乗数の相対的小ささ（＝第一次，及び第二次産業の他部門乗数の相対的大きさ）
7) (7)において， (ETLTBTRむ+ETらBTTFT)は，第三次産業に竺どエ雇用されている
職業別雇用であり， (ERLRBRRFR+ERLRBRTFT)は， その他の産業に竺とエ雇用
されている職業別雇用である。
8) Miyazawa 〔刀，〔8〕,〔9〕を参照した。
： 9)実際には，更に輸入の問題がある。本稿で実際に分析に使った逆行列は， [Iー (l-M)
A]一1タイプである。また，計算に利用した産業連関表（取引表）は， 71部門統合表
(1970-75年）， 83部門統合表 (1975-80-85年），いずれも各年価格表示である。
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を考えると，ごく常識的な意味で，自然な結論である。
第 2図(2)より，雇用者（含：有給役員）では，第三次産業における雇用が雇用
者全体に占める割合は，第三次産業への最終需要による雇用が雇用者全体に占
める割合より高いことが分かる10)。（その他の従業者では，逆。）
第 2図(3)より，常用，及び臨時・日雇い雇用者とも，第三次産業における雇
用が当該雇用者全体に占める割合は，第三次産業への最終需要による雇用が当
該雇用者全体に占める割合より高いことが分かる。また，臨時・日雇い雇用者
について，どちらの尺度で見ても，第三次産業の割合の上昇の程度の大きさが
第1表第三次産業への最終需要による雇用の
割合と第三次産業における雇用の割合
CODE I直／間 I1970 1975 1975 1980 1985 
1 I 間 78. 2 81. 3 79.0 79. 1 76.4 
(79. 9) (83. 1) (82. 9) (85. 0) (82. 2) 
2 . I 間 47.5 49.8 44.8 45.0 47.5 
(58. 9) (61. 0) (55. 1) (54. 9) (57. 7) 
3 I 間 57.2 58.2 55.8 58. 2 60.4 
(71. 2) (71. 4) (69. 9) (71. 6) (73. 2) 
4 I 間 64.7 65.3 64.0 64.1 67.1 
(92. 6) (90. 1) (88.1) (87. 9) (87. 6) 
5 I 直 1. 3 15.1 19.0 22.0 24.0 
(2. 9) (3. 2) (7. 2) (10. 1) (12. 5) 
6 I 直 9.4 6.9 8.9 1. 9 13.1 
(0. 0) (0. 0) (2. 6) (6. 9) (8. 1) 
7 I 間 56.6 58.9 56.3 57.8 54.3 
(78. 5) (78. 9) (79. 4) (79. 7) (80. 5) 
8 I 直 15.4 16. 7 20.3 22.4 24.4 
(9. 4) (11. O) (16. 5) (18. 9) (21. 0) ， ！ 間 85. 7 89.0 51. 2 55.2 56.6 
(87. 8) (91. 1) (57.8) (58.7) (66.7) 
10 I 間 78.1 79.5 61. 2 55.0 58.9 
(91. 0) (92. 0) (66. 7) (76. 2) (83. 4) 
11 I 間 (:) (:) 41. 1 9.2 40.1 (49. 8) (0. 0) (99. 6) 
＊「直」は，直接的職業，「間」は，間接的職業の意味，「CODE」
に対応する職業名については，注4)を参照。
10)有給役員を雇用者から除いた場合との違いは，非常に小さい。本稿の程度の粗さの分
析では，他の場合も同様である。
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印象的である。
間接的職業の主な項目について，特徴を見ておこう。大分類項目別の第三次
産業への最終需要による雇用の割合と第三次産業における雇用の割合は，第 1
表のとおりである。何れの間接的職業についても，第三次産業への最終需要に
よる雇用の割合が， 第三次産業における雇用の割合より低い点は共通である
が，水準，その格差に違いがある。どちらの割合も高いのは，専門的・技術的
職業従事者（職業コード1), 販売従事者 (4)である。 （特に，前者。）どちらの
割合も低いのは， 管理的職業従事者 (2), 保安職業従事者 (9)である。事務
従事者 (3), 運輸・通信従事者 (7), サービス職業従事者 (10)は，中間的で，
二つの割合の格差が大きい。 （特に，後二者。販売従事者 (4)は，二つの割合の格
差も大きい。）
V 職業別，形態別雇用変化の決定要因
I節(7)式のように，職業別，及び形態別雇用は，最終需要，逆行列係数，雇
用係数，及び職業係数により決まるから，その変化は，これらの決定要因の変
化により決まる。このうち，ある要因のみの変化によると解釈できる部分を，
その決定要因の寄与，その他を残差と呼ぼう II)。ある職業別，形態別雇用の変
11)上付き添え字 S,Eで，基準の年と比較の対象となる年を区別しよう。このとき，職
業別（あるいは形態別）雇用 0の時経的変化 DO=OE-。Sに対する coの）決定
要因の寄与の定義は， 次のとおりである。第一次， 及び第二次産業に対する最終需
要，第三次産業に対する最終需要の寄与 (CFT,R)の定義は，それぞれ
C的 =(ER5LR5BRT5+E衿L令BTT5)FTE
+(E討LR5BRR汗妬釘がBTR5)FR5-。S
C氏=(E討LR5BR衿+E衿L衿BTT5)P.衿
+(ER5LR5BRR5+E令L衿BTR5)F_託ー as
同じく第一次，及び第二次産業の自部門乗数，他部門乗数の寄与 (CBRR,RT)の定
義は，それぞれ
CBRR= (ER5 LR5 BR衿+E衿ら•5BTT5)P.衿
+(ER5LR5BRRE+ET5LT5BTR5)FR5-。S
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化は，どの要因にどの程度依っているか，これを実際に見てみよう。
まず，産業全体の最終需要，逆行列係数，雇用係数，及び職業係数の寄与を
見，その後，産業を第三次産業とその他（第一次，及び第二次産業）に分け，産業
別に，上記4要因の寄与を見る。
1. 4要因への分解ー職業別雇用の場合
職業別雇用についての結果は，第 3, 4図，形態別雇用についての結果は，
第 5図のとおりである。全ての場合について，最終需要の寄与が，次いで，雇
用係数の寄与が支配的であることが分かる。（方向は正反対）
他の決定要因について。間接的職業全体としては，第 3図(1)から明らかなよ
うに，どの期間でも逆行列係数，職業係数ともに寄与の符号が正であることが
特徴である。この基準で見ると，より細かい分類では，第 4図(1)より，販売従
事者（職業コード4), 保安職業従事者 (9)が全体と同じタイプ，専門的・技術
的職業従事者 (1), 管理的職業従事者 (2), 事務従事者 (3)は，むしろ全体
と反対のタイプである。
CBRT=(ER5L討LRTE+E衿L衿BTTS)F令
+(E討L討LR硲+E衿L衿BT分）F料ー as
第三次産業の自部門乗数，他部門乗数の寄与 (CBTT,TR)の定義は，それぞれ
CBヵ =(E討L討BRT5+E衿L令BTTE)F衿
+(E討LR5BR討+E衿L衿BTR5)F硲ー as
CBTR=(E討L討BRT5+ET5L衿BTTS)F衿
+(E硲LR5B記 +E衿L衿BTRE)FR5-。S
第一次，及び第二次産業の雇用係数， 第三次産業の雇用係数の寄与 (CL凡 T)の定
義は，それぞれ
CLT=(ER5LR5BRT5+E衿L衿BTT5)F令
+(E討L討BR討+E衿LTEBTR5)F討ー as
CLR=(E討L硲BRT5+ET5L衿BTT5)F衿
+(ER5LREBRR5+E衿L衿BTR芍FRs_os
第一次，及び第二次産業の職業係数， 第三次産業の職業係数の寄与 (CER,T)の定
義は，それぞれ
CET=(ER5LR5BRT5+ETELT5BTT5)Fr5 
+CE討LR5BRR5+ETEL衿BTRS)FRS_。S
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戦業 変化の期問
直接的 70-751
戦業 75-80 I 
80-85 
間接的 70-75
眠業 75-801 
80-851 
''』
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決定要因芦四g逆行列係数心;s:i職業係数認碑最終需要乙立｝扉用係数こ二J残余
(1) 間接的職業全体と直接的職業全体
間接的
職業
? ?
'. 
zo 30 
ヤ
40 50 60 
決定要因 晒雫iその他の産業 亡ニコ第三次産業
（イ）最終需要
蹴業変化の期間
雷口 ［ーニ＿巴翌翌甕雪門四疇 ”燃
80-85 戸ニ―=~ニーニバ＼＼
言：：〗 門言二囀塵
80-85 ! 
,-~ ← ,-, ―-..--~--一一直瞬謬蓋鵬
-3 -2 -1 0 2 3 
決定要因 -寧その他の産業の自部門乗数 こ=その他の産業の他部門乗数
雰立第三次産業の他部門乗数 立乙ヨ第三次産業の自部門乗数
（口）逆行列係数
CER=(ER5LR5BR衿+E衿L衿BTT5)F令
+(E託L硲BRR5+E衿L衿BTRS)FRs_os
である。いずれも，当該決定要因の比較対象年の値に注意しよう。最後に残余 (CR)
を，
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職業変化の期間
直接的 70-75 
職業
75-80 
80-85 
間接的 70-75 
職業
I 
-20 -10 
決定要因 瞬華目その他の産業 亡：コ第三次産業
州雇用係数
蹴業変化の期間
直接的 70-75 
職業
言
75-80 
80-85 
70-75 
75-80 
80-85 
.,., が,ー-1sー豆江
-c·• ー ...~-—’—----,. -・ —·~·-, ― 
-3 -2 
決定要因 鰯皿iその他の産業 亡二］第三次産業
（二）職業係数
(2) 部門別の決定要因分解
第3図 職業別雇用変化の決定要因分解ー間接的職業と直接的職業
CR=DO-(CFT+CFR)-(CBRR+CBRT+CBTR+CBTT) 
-(CLT+CL必ー (CET+CER)
と，定義する。（産業部門を第三次産業とその他に大別せず）全産業の最終需要， 逆
行列係数，雇用係数，職業係数の寄与 (CF,CB, CL, CE)を，同様に定義すると，
CF=CET+CFR 
CB=CBRR+CBRT+CBTT+CBTR 
CL=CLT+CLR 
CE=CET+CER 
である。さて，各決定要因の寄与の大きさを， （残余を含む）すべての決定要因の寄
与の絶対値の和に対して相対化し，寄与の割合(%,PCF, PCB, PCL, PCE, FしR)
と呼ぼう。すなわち，
PCF= CF*lOO/ ADl, PCB= CB*lOO/ ADl, PCL= CL*lOO/ ADl, 
PCE= CE*lOO/ ADl, PCR= CR*lOO/ ADl, 
である。ここで，
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間接的
職業 変化の期間
I 70-75 
75-80 
80-85 
2 70-75 
75-80 
80-85 
3 70-75 
75-80 
80-85 
4 70-75 
75-80 
80-85 
7 70-75 
75-80 
80-85 
9 70-75 
75-80• 
80-85 j 
IO 70-75 
75-80 
80-85 I .'.'. , . 一，
-80 -70 -60 -50 -40 -30 -20 -IO O IO 20 30 70 
決定要因匹=り逆行列係数心ヽヨ織業係数臨碑最終需要口乙3雇用1系数にニコ残余
(1) 間接的職業
ADl =ABS(CF)+ ABS(CB)+ ABS(CL)+ ABS(CR) 
である。また， ABS(*)は，（ ）内のベクトルのすべての要素を絶対値に換えた
ベクトルを表す。他の決定要因についても同様である。より細かい分類の決定要因の
寄与の割合(%,PCFT, R, 等等）については，
PC的=CFT*l00/AD2,PCFR=CFR*100/AD2, 
PCBTT=CB廿 *100/AD2, PCBTR= CBTR*100/ AD2, 
PCBRT=DBRT*lOO/ AD2, PCBRR=CBRR*lOO/ AD2, 
PCLT= CLT*lOO/ AD2, PCLR= CLR*lOO/ AD2, 
PCET= CET*lOO/ AD2, PCER= CER*lOO/ AD2, 
と定義する。ここで，
AD2 =ABS(CFT) + ABS(CF R) + ABS(CBTT) + ABS(CBTR) 
+ ABS(CBRT) + ABS(CB RR)+ ABS(CLT) + ABS(CLR) 
+ABS(CEが+ABS(CER)+ABC(CR分
である。＊は，要素毎の乗算，／は，要素毎の除算を表す。何れの場合も，雇用の変
化 DOに対して相対化する場合と違い， 各決定要因（残余を含む）の寄与の割合の
絶対値の和は， 100となることに注意。 ある変数の変化に対する決定要因の寄与の分
解分析については，中島 1), 良永2)を参照した。
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職業 変化の期間
1 70-75 I 
75-80 
80-851 
2 70-75 
75-80 
80-85 
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75-80 
80-85 J 
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決定要因二軍その他の産業ニコ第三次産業
（二）職業係数
(2) 部門別の決定要因分解
第4図 職業別雇用変化の決定要因分解ー間接的職業
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2. 4要因への分解ー形態別雇用の場合
雇用者とその他の従業者，及び常用雇用者と臨時・日雇い雇用者の違いは大
きい。職業係数の寄与は，第 5図(1)のように，何れの比較の場合も，ほとんど
符号が正反対である。（常用雇用者と臨時・日雇い雇用者の， 1975-80年の違いは例
外。）
逆行列係数の寄与については，雇用者とその他の従業者の違いが大きい。寄
与の符号が反対(1970-75,75-80年），あるいは符号は同じでも程度の違いが大き
い (1980-85年）。
各決定要因を更に，第三次産業とその他の産業（第一次，及び第二次産業）に大
別し，寄与の違いを見よう。
3. 部門別要因への分解ー間接的職業の場合
最終需要と雇用係数の寄与の，識業による違いは，第 3図(2)(イ），りのように
鮮明である。より細かくみると，第 4図(2)(イ），し、）より，職業コー ド 1, 2, 3 
雇用形態変化の期間
その他 70-75 
75-80 
80-85 
雇用者 70-75 
75-80 
80-85 
常用 70-75 
75-80 
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80-85 
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決定要因皿暉い逆行列係数区=職業係数臨碑リ及終需要口乙ワ雇用係数ご二］残余
(1) 形態別雇用変化の決定要因分解
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（イ）最終需要
（口）逆行列係数
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（専門的・技術的職業従事者，管理的職業従事者，事務従事者）では，第一次，及び第
二次産業の寄与が支配的，その他の職業では，第三次産業の寄与が支配的とま
とめることができよう。 1980-85年の専門的・技術的職業従事者における最終
需要の寄与，同期間の管理的職業従事者における雇用係数の寄与は，例外であ
る。
職業係数の寄与について， 間接的職業全体では， 第 3図(2)(二）のように， 第
ー，及び第二次産業の寄与が支配的である。（符号は正）より細かく見ても，第
4図(2)(二）のように，符号はともかく，第一次，及び第二次産業の寄与が支配的
な職業が多いことが印象的である。保安職業従事者 (9)は，第三次産業の寄
与がほとんどで，増加が著しい点で，例外。
逆行列係数の寄与についても，職業による違いは大きい。間接的職業全体で
は， 第 3図(2)(口）のように， 第三次産業の乗数， 特に他部門乗数の寄与が大き
い。より細かく見ても，第 4図(2)(ロ）のように，職業コード 1, 2では，全体の
傾向とは違い，第一次，及び第二次産業の自部門乗数の寄与が大きい。（符号は
負）第三次産業の自部門乗数の寄与は， その他の産業の場合程大きくはない。
しかし，他部門乗数と合わせると，多くの職業（運輸・通信従事者(7),保安職業
従事者(9),サービス職業従事者(10))で正の寄与が大きい。この点で， 1980-85年
の運輸・通信従事者 (7)の場合は，例外である。
4. 部門別要因への分解ー形態別雇用の場合
最終需要と雇用係数の寄与の，雇用形態による違いは，第 4図(2)(イ）州のよう
に，職業の場合ほど大きくない。しかし，雇用係数の寄与に関する，雇用者と
その他の従業者の比較のように，部門別の寄与の程度が，明瞭に反対の場合も
ある。
職業係数の寄与は，第 4図(2)(二）のように，屈用形態による違いが大きい。雇
用者とその他の従業者では，寄与の符号は反対，何れも第三次産業の職業係数
の寄与の方が大きい。常用雇用者と臨時・日雇い雇用者では，寄与の大きさと
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共に，後者の場合，第三次産業とその他の産業では，寄与の符号が反対である
ことが印象的である。
逆行列係数の寄与については，第 4図(2)(口）のように，ほとんどの場合，第三
次産業の自部門，及び他部門乗数の寄与の符号が，正であるのに対し，第一次
，及び第二次産業の自部門，及び他部門乗数（特に，前者）の寄与の符号が負で
あることが印象的である。また，雇用者以外の従業者，及び臨時・日雇い雇用
者では，すべての乗数の寄与が負のときもあるのに対し (1980-85年。程度も著し
い。）， 雇用者と常用雇用者では， すべての乗数の寄与が正のときもある(1980
-85年）。
VI 主な結論
ごく簡単に，分析結果をまとめておこう。
1. 第三次産業への最終需要による雇用と第三次産業における雇用は，とも
に比重を増しているが，職業，雇用形態による違いは大きい。間接的職業
では，直接的職業に比し前者の割合が低く，雇用者では，その他の従業者
に比し前者の割合は高い。
2. 臨時・日雇い雇用者は，どちらの尺度で見ても，第三次産業の割合の上
昇の程度が，他の雇用形態に比し著しい。
3. 雇用変化に対する決定要因の寄与の中では，いずれの場合も最終需要，
次いで雇用係数が支配的である，（符号は前者は正，後者は負。）ここら辺り迄
は．ほとんど自明であろう。ただし，第三次産業とその他の産業に分け，
産業別にこれらの決定要因の寄与を見た場合，職業，雇用形態，特に職業
による違いは大きい。
4. 職業係数，及び逆行列係数の寄与については，他の決定要因環：終需要．
雇用係数）に比し，寄与の程度は著しく小さいが， 職業， 及び雇用形態による
違いは大きい。極端な場合，部門別の寄与の符号が反対の場合もある。
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